
 

 

 

 

 

１ 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（酒類業組合法）（抄） 

（公正な取引の基準） 

第八十六条の三 財務大臣は、酒税の保全及び酒類の取引の円滑な運行を図るため、酒類

に関する公正な取引につき、酒類製造業者又は酒類販売業者が遵守すべき必要な基準（以

下「公正な取引の基準」という。）を定めるものとする。  

２ 財務大臣は、公正な取引の基準を定めるに当たつては、酒類製造業者又は酒類販売業

者の適切な経営努力による事業活動を阻害して消費者の利益を損なうことのないように

留意しなければならない。  

３ 財務大臣は、第一項の規定により公正な取引の基準を定めたときは、遅滞なく、これ

を告示しなければならない。  

４ 財務大臣は、公正な取引の基準を遵守しない酒類製造業者又は酒類販売業者があると

きは、その者に対し、当該公正な取引の基準を遵守すべき旨の指示をすることができる。  

５ 財務大臣は、前項の指示に従わない酒類製造業者又は酒類販売業者があるときは、そ

の旨を公表することができる。  

６ 財務大臣は、おおむね五年ごとに公正な取引の基準に再検討を加え、必要があると認

めるときは、これを改正するものとする。この場合においては、第二項及び第三項の規

定を準用する。 

 

（公正な取引の基準に関する命令） 

第八十六条の四 財務大臣は、前条第四項の指示を受けた者がその指示に従わなかつた場

合において、酒税の円滑かつ適正な転嫁が阻害され、又は阻害されるおそれがあると認

めるときは、その者に対し、当該指示に係る公正な取引の基準を遵守すべきことを命令

することができる。 

 

（酒類の品目等の表示義務） 

第八十六条の五 酒類製造業者又は酒類販売業者は、政令で定めるところにより、酒類の

品目その他の政令で定める事項を、容易に識別することができる方法で、その製造場か

ら移出し、若しくは保税地域（関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第二十九条に規

定する保税地域をいう。）から引き取る酒類（酒税法第二十八条第一項、第二十八条の三

第一項又は第二十九条第一項の規定の適用を受けるものを除く。）又はその販売場から搬

出する酒類の容器又は包装の見やすい所に表示しなければならない。 

 

（酒類の表示の基準） 

第八十六条の六 財務大臣は、前条に規定するもののほか、酒類の取引の円滑な運行及び

消費者の利益に資するため酒類の表示の適正化を図る必要があると認めるときは、酒類
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の製法、品質その他の政令で定める事項の表示につき、酒類製造業者又は酒類販売業者

が遵守すべき必要な基準を定めることができる。 

２ 財務大臣は、前項の規定により酒類の表示の基準を定めたときは、遅滞なく、これを

告示しなければならない。 

３ 財務大臣は、第一項の規定により定められた酒類の表示の基準を遵守しない酒類製造

業者又は酒類販売業者があるときは、その者に対し、その基準を遵守すべき旨の指示を

することができる。 

４ 財務大臣は、前項の指示に従わない酒類製造業者又は酒類販売業者があるときは、そ

の旨を公表することができる。 

 

（酒類の表示に関する命令） 

第八十六条の七 財務大臣は、前条第三項の指示を受けた者がその指示に従わなかつた場

合において、その遵守しなかつた表示の基準が、同条第一項の表示の基準のうち、酒類

の取引の円滑な運行及び消費者の利益に資するため特に表示の適正化を図る必要がある

ものとして財務大臣が定めるもの（以下「重要基準」という。）に該当するものであると

きは、その者に対し、当該重要基準を遵守すべきことを命令することができる。 

 

（酒類販売管理者） 

第八十六条の九 酒類小売業者（酒類製造業者又は酒類卸売業者であつて酒類製造業者及

び酒類販売業者以外の者に酒類を販売する者を含む。以下この条において同じ。）は、販

売場ごとに、財務省令で定めるところにより、当該販売場において酒類の販売業務に従

事する者であつて、酒類の販売業務に関する法令（酒税法、この法律、二十歳未満ノ者

ノ飲酒ノ禁止ニ関スル法律（大正十一年法律第二十号）、私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号。第九十三条において「私的独占禁止

法」という。）、アルコール健康障害対策基本法（平成二十五年法律第百九号）その他の

財務省令で定める法令をいう。以下この条において同じ。）に係る研修（小売酒販組合、

小売酒販組合連合会又は小売酒販組合中央会その他の法人その他の団体であつて、財務

大臣が、財務省令で定めるところにより、酒類の販売業務に関する法令の知識が十分で

あり、かつ、当該研修を適正かつ確実に行うことができると認めて指定したものが行う

ものをいう。第六項及び第九項において単に「酒類の販売業務に関する法令に係る研修」

という。）を受けたもののうちから酒類販売管理者を選任し、その者に、当該酒類小売業

者又は当該販売場において酒類の販売業務に従事する使用人その他の従業者に対し、こ

れらの者が酒類の販売業務に関する法令の規定を遵守してその業務を実施するために必

要な助言又は指導を行わせなければならない。 

２ 酒類小売業者は、酒類販売管理者に選任しようとする者が次の各号のいずれかに該当

する場合には、その者を酒類販売管理者に選任することができない。 

一 未成年者である場合 

二 心身の故障により酒類販売管理者の職務を適正に行うことができない者として財務

省令で定めるものに該当する場合 

三 酒税法第十条第一号、第二号又は第七号から第八号までに規定する者に該当する場



 

合 

３ 酒類小売業者は、酒類販売管理者が行う第一項の助言を尊重しなければならず、当該

販売場において酒類の販売業務に従事する使用人その他の従業者は、酒類販売管理者が

行う同項の指導に従わなければならない。 

４ 酒類小売業者は、酒類販売管理者を選任し、又は解任したときは、財務省令で定める

ところにより、二週間以内に、その旨を財務大臣に届け出なければならない。 

５ 財務大臣は、酒類販売管理者が第二項各号のいずれかに該当すると認めたとき、又は

その者がその職務に関し酒類の販売業務に関する法令の規定に違反した場合においてそ

の情状により酒類販売管理者として不適当であると認めたときは、酒類小売業者に対し、

当該酒類販売管理者の解任を勧告することができる。 

６ 酒類小売業者は、第一項の規定により選任した酒類販売管理者に、財務省令で定める

期間ごとに、酒類の販売業務に関する法令に係る研修を受けさせなければならない。  

７ 財務大臣は、酒類小売業者が前項の規定を遵守していないと認めるときは、その者に

対し、期限を定めて、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。  

８ 財務大臣は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その者

に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命令することができる。  

９ 酒類小売業者は、財務省令で定めるところにより、その販売場ごとに、公衆の見やす

い場所に、酒類販売管理者の氏名及び当該酒類販売管理者が最後に酒類の販売業務に関

する法令に係る研修を受けた日その他の財務省令で定める事項を記載した標識を掲げな

ければならない。 

 

第九十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 一 第八十六条の四の規定に違反した者 

一の二 第八十六条の五の規定に違反した者 

二 第八十六条の七の規定による命令に違反した者 

二の二 第八十六条の九第一項の規定に違反して酒類販売管理者を選任しなかつた者 

二の三 第八十六条の九第八項の規定による命令に違反した者 

三 （略） 

 

第百一条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、酒類業組合等の発起人、理事、

監事若しくは清算人又は酒類製造業者若しくは酒類販売業者は、十万円以下の過料に処

する。 

 一～十一 （略） 

十二 第四十三条第三項（第八十三条において準用する場合を含む。）、第四十六条第二

項（第八十三条において準用する場合を含む。）、第八十六条の九第四項又は第八十七 

条の規定による届出を怠つたとき。 

 十三～十八 （略） 



 

【関係法令】 

○ 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行令（抄） 

 （表示事項） 

第八条の三 酒類製造業者は、その製造場（酒税法第二十八条第六項又は第二十八条の三

第四項の規定により酒類の製造免許を受けた製造場とみなされた場所を含む。以下この

条において同じ。）から移出する酒類（同法第二十八条第一項又は第二十九条第一項の

規定の適用を受けるものを除く。）の容器の見やすい箇所に、当該酒類の移出の時まで

に、その氏名又は名称、その製造場（自己の他の製造場においてこの条の規定により表

示すべき事項の全部を表示した酒類を移入し、これをそのままの表示で更に移出する場

合における製造場を除く。）の所在地及び次に掲げる事項を、容易に識別することがで

きる方法（当該酒類（財務大臣が定める見本用のものを除く。）の品目については、財

務省令で定めるところにより財務大臣に届け出た方法。次項において同じ。）で表示し

なければならない。 

一 内容量（粉末酒にあつては、当該粉末酒の重量） 

二 当該酒類の品目 

三 当該酒類（粉末酒を除く。）のアルコール分 

四 雑酒にあつては、税率の適用区分を表す事項 

五 その他の発泡性酒類（酒税法第三条第三号ハに規定するその他の発泡性酒類をい

う。）にあつては、発泡性を有する旨を表す事項 

２ 酒類を保税地域から引き取る酒類販売業者又は酒類を詰め替えて販売場から搬出す

る酒類販売業者は、その引き取り、又は搬出する酒類の容器の見やすい箇所に、当該酒

類の引取り又は搬出の時までに、その住所及び氏名又は名称、その引取先又は詰替の場

所の所在地並びに前項各号に掲げる事項を、容易に識別することができる方法で表示し

なければならない。 

３～４ （略） 

（注） 第八条の三第 1 項第４号について、令和８年９月 30 日までは発泡酒を含む。 

 

（表示の基準） 

第八条の四 法第八十六条の六第一項に規定する政令で定める事項は、次に掲げる事項と

する。 

一 酒類の製法、品質その他これらに類する事項 

二 酒類の特性と地理的な産地との関係に関する事項 

三 二十歳未満の者の飲酒防止に関する事項 

四 酒類の消費と健康との関係に関する事項 

 

○ 酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行規則（抄） 

（酒類販売管理者の選任） 

第十一条の八 法第八十六条の九第一項の規定による酒類販売管理者の選任は、次に定め

るところにより行わなければならない。 

一 その販売場において酒類の販売業務を開始するときまでに選任すること。 
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二 酒類販売管理者として選任した者が欠けるに至つたときは、速やかに選任するこ

と。 

三 酒類小売業者に引き続き六月以上の期間継続して雇用されることが予定されてい

る者（酒類小売業者と生計を一にする親族を含む。）のうちから選任すること。ただ

し、酒類小売業者（法人であるときは、その役員）がその販売場において酒類の販売

業務に従事するときは、自ら酒類販売管理者となることを妨げない。 

四 他の販売場において酒類販売管理者に選任されていない者を選任すること。 

五 過去三年以内に法第八十六条の九第一項又は第六項に規定する酒類の販売業務に

関する法令に係る研修（以下「酒類販売管理研修」という。）を受けた者を選任する

こと。 

 

（法第八十六条の九第一項の財務省令で定める法令） 

第十一条の九 法第八十六条の九第一項に規定する財務省令で定める法令は、次のとおり

とする。 

一 酒税法 

二 法 

三 二十歳未満ノ者ノ飲酒ノ禁止ニ関スル法律（大正十一年法律第二十号） 

 四 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号） 

五 不当景品類及び不当表示防止法（昭和三十七年法律第百三十四号） 

六 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号） 

七 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成七年法律第百十

二号） 

八 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成十二年法律第百十六号） 

九 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成二十一年

法律第二十六号） 

十 アルコール健康障害対策基本法（平成二十五年法律第百九号） 

 

（酒類販売管理研修の受講） 

第十一条の十 酒類販売管理研修を受けさせようとする者は、別紙様式第十一の五による

受講申込書を法第八十六条の九第一項の規定により指定を受けたもの（以下「研修実施

団体」という。）に提出しなければならない。 

２ 研修実施団体は、酒類販売管理研修を受講した者に対して、別紙様式第十一の六によ

る研修受講証を交付しなければならない。 

 

（法第八十六条の九第二項第二号の財務省令で定める者） 

第十一条の十六 法第八十六条の九第二項第二号に規定する財務省令で定める者は、精神

の機能の障害により酒類販売管理者の職務を適正に行うに当たつて必要な認知、判断及

び意思疎通を適切に行うことができない者とする。 

 

（酒類販売管理者の届出） 



 

 

第十一条の十七 法第八十六条の九第四項の規定により酒類販売管理者の選任又は解任

の届出をしようとする者は、販売場ごとに、別紙様式第十一の九による届出書を、財務

大臣に提出しなければならない。 

 

（法第八十六条の九第六項の財務省令で定める期間） 

第十一条の十八 法第八十六条の九第六項に規定する財務省令で定める期間は、同項に規

定する酒類販売管理者が最後に酒類販売管理研修を受けた日から起算して三年を超え

ない期間とする。 

 

（標識の掲示） 

第十一条の十九 法第八十六条の九第九項の規定により掲げる標識は、同条第一項の規定

により酒類販売管理者を選任した後速やかに、当該酒類販売管理者の氏名及び次項に規

定する事項を記載した標識をその販売場の公衆の見やすい場所に掲示する方法（当該酒

類小売業者が通信販売（不特定かつ多数の者に商品の内容、販売価格その他の条件を提

示し、インターネットその他の方法により売買契約の申込みを受けて当該提示した条件

に従つて行う商品の販売をいう。）をしようとするときは、インターネットその他の公

衆の閲覧に供する方法）により行わなければならない。 

２ 法第八十六条の九第九項に規定する財務省令で定める事項は、次に掲げる事項とす

る。 

 一 販売場の名称及び所在地 

 二 酒類販売管理者が最後に酒類販売管理研修を受けた年月日及び当該酒類販売管理

者の実施団体名 

 三 酒類小売業者が酒類販売管理者に受けさせなければならない次回の酒類販売管理

研修の期限 



 

２ 二十歳未満の者の飲酒防止に関する表示基準 

（酒類の容器又は包装に対する表示） 

１ 酒類の容器又は包装（以下「容器等」という。）には、「20歳未満の者の飲酒は法

律で禁止されている」旨を表示するものとする。 

 

２ 前項に規定する表示は、容器等の見やすい所に明瞭に表示するものとし、表示に使

用する文字は、６ポイント（日本産業規格Z8305（1962）に規定するポイントをいう。

以下同じ。）の活字以上の大きさの統一のとれた日本文字とする。ただし、容量360ml

以下の容器にあっては、5.5ポイントの活字以上の大きさとして差し支えない。 

 

３ 第１項に規定する表示は、次の各号に掲げる酒類の容器等については、表示を省略

しても差し支えない。 

(1) 専ら酒場、料理店等に対する引渡しに用いられるもの 

(2) 内容量が50ml以下であるもの 

(3) 調味料として用いられること又は薬用であることが明らかであるもの 

 

（酒類の陳列場所における表示） 

４ 酒類小売販売場（酒類製造業者及び酒類販売業者以外の者に酒類を販売する場所を

いう。以下同じ。）においては、酒類の陳列場所の見やすい箇所に、「酒類の売場で

ある」又は「酒類の陳列場所である」旨及び「20歳以上の年齢であることを確認でき

ない場合には酒類を販売しない」旨を表示するものとする。 

この場合において、酒類の陳列場所が壁等により他の商品の陳列場所と明確に分離

されていない場合については、例えば、酒類を他の商品と陳列棚又は陳列ケース等に

より明確に区分した上で表示するなど、陳列されている商品が酒類であることを購入

者が容易に認識できる方法により表示するものとする。 

 

５ 前項に規定する表示は、酒類の陳列場所に明瞭に表示するものとし、表示に使用す

る文字は、100ポイントの活字以上の大きさの日本文字とする。 

 

（酒類の自動販売機に対する表示） 

６ 酒類小売販売場に設置している酒類の自動販売機には、次の各号に掲げる事項をそ

れぞれ当該各号に掲げるところにより、当該自動販売機の前面の見やすい所に、夜間

でも判読できるよう明瞭に表示するものとする。 

(1) 20歳未満の者の飲酒は法律で禁止されていること。 

表示に使用する文字は、57ポイントの活字以上の大きさの統一のとれたゴシック

体の日本文字とし、「20歳未満の者の飲酒は法律で禁止されている」旨を表示する。 

(2) 免許者（酒類の製造免許又は酒類の販売業免許を受けた者をいう。）の氏名又は

名称、酒類販売管理者の氏名、並びに連絡先の所在地及び電話番号 

表示に使用する文字は、20ポイントの活字以上の大きさの統一のとれた日本文字



 

とする。 

(3) 販売停止時間 

表示に使用する文字は、42ポイントの活字以上の大きさの統一のとれたゴシック

体の日本文字とし、「午後11時から翌日午前５時まで販売を停止している」旨を表

示する。 

 

（酒類の通信販売における表示） 

７ 酒類小売販売場において酒類の通信販売（商品の内容、販売価格その他の条件を提

示し、郵便、電話その他の方法により売買契約の申込みを受けて当該提示した条件に

従って行う商品の販売をいう。）を行う場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める事項を表示するものとする。 

(1) 酒類に関する広告又はカタログ等（インターネット等によるものを含む。）  

「20歳未満の者の飲酒は法律で禁止されている」又は「20歳未満の者に対しては

酒類を販売しない」旨 

(2) 酒類の購入申込者が記載する申込書等の書類（インターネット等により申込みを

受ける場合には申込みに関する画面）  

申込者の年齢記載欄を設けた上で、その近接する場所に「20歳未満の者の飲酒は

法律で禁止されている」又は「20歳未満の者に対しては酒類を販売しない」旨 

(3) 酒類の購入者に交付する納品書等の書類（インターネット等による通知を含む。） 

「20歳未満の者の飲酒は法律で禁止されている」旨 

 

８ 前項に掲げる事項は、明瞭に表示するものとし、表示に使用する文字は、10ポイン

トの活字（インターネット等による場合には酒類の価格表示に使用している文字）以

上の大きさの統一のとれた日本文字とする。 

 

 


